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     (H15～H17) 
 
＜研究課題代表者＞ 
 独立行政法人 国立環境研究所 社会環境システム研究領域  

                      主任研究員 亀山 康子 
 
＜研究参画者の所属機関＞ 
  農業環境技術研究所、国立環境研究所、 
 豊橋技術科学大学、兵庫県立大学、東京工業大学、早稲田大学、龍谷大学、（財）地球

環境戦略研究機関 
 
＜研究の概要（背景、目的、内容）＞ 
 地球温暖化抑制を目的として 1997 年に採択された京都議定書では、先進国等の 2008 年から
2012 年までの温室効果ガス排出量に関して数量目標が課された。また、排出量取引等いわゆる京
都メカニズムや遵守制度、吸収源の算定方法等、新しい国際制度が承認された。しかし、2013 年
以降の対策は議定書には規定されておらず、2005 年までに議論を開始することになっている。ま
た、今後排出量の増加が予想されている途上国からの排出量を抑制するための方法や、2001 年に
議定書離脱を表明した米国の復帰方法が緊急の課題とされている。 
このような状況において、本研究は、2013 年以降の地球温暖化対策のあり方に関し、主要国間
で合意可能であり、なおかつ温暖化対策として効果的な包括的対策オプションの提示を図ること
を目的とする。そのために、2013 年以降の取り組み方法や負担配分の分析、京都議定書に定めら
れた国際制度の検討、主要国の意思決定分析、農業・畜産業関連の排出量抑制対策に関する分析
を行う。 

 
＜研究終了時の達成目標＞ 
・2013年以降の地球温暖化対策に関する国際的取り決めの総合オプションを提示すること
 により、遅くとも2005年までには開始する同課題に関する国際交渉に貢献する。 
・地球温暖化対策に関する各オプションに関し、温暖化対策効果や対策費用、公平性原則
 といった複数の評価軸を用いて特徴を明らかにする。 
・国際排出量取引制度や遵守制度、森林吸収量の算定方法等、京都議定書で定められた諸
 制度に関してその効果や特徴を分析し、活用すべき点や改善点を明らかにする。 
・今後途上国の参加問題が注目されるにあたり、研究が遅れている二酸化炭素以外の温室
 効果ガス（メタンや亜酸化窒素等）対策を分析することにより途上国の参加のインセンテ
 ィブを高めることが期待される。 
・国際交渉に影響を及ぼす主要国についてその意思決定の構造をより明らかにすることに
 より、国際合意を促進させることが期待される。 

 
＜平成15年度実績（22,999千円）＞ 
・2013年以降の温暖化対策のあり方に関する論文の収集、整理を行い、現在までに出され
ている諸提案について分析を行った。 

・国際排出量取引制度や遵守措置、森林吸収量算定方法等、京都議定書によって定められ
 た国際制度の動向調査を行い、その効果や制度としての機能について分析を行った。 
・京都議定書に関する国際交渉における米国やEUの意思決定に関して調査を行い、それら
の国に受け入れられやすい案や制度等について検討を行った。 

・農業・畜産業関連のデータに関し、特に途上国に関して入手可能性を調査し、研究遂行
 に必要な情報を入手した。 
 
＜平成16年度実績（21,849千円）＞ 
・2013年以降の温暖化対策のあり方に関するオプションを作成するために、３つのシナリ
オを作成した。 
・京都議定書関連の国際制度に関して今後改善すべき点等を検討した。 
・京都議定書を取り巻く国際状況の今後の変化による主要国の動向を現状調査から予測し
た。 
・農業・畜産業関連の政策が温室効果ガス排出量の増減に与える影響を分析した。 
 
＜平成17年度計画（22,942千円）＞ 
・2013年以降の温暖化対策のあり方に関するオプションに関し、温暖化対策としての効果
費用、国際合意達成可能性、途上国にとっての受け入れられ易さ、等の評価軸によって
各オプションの特徴を明らかにした上で、京都議定書関連の国際制度またはそれに代わ
る新しい制度と組み合わせた総合的な対策オプションを提示する。 

・2013年以降に活用されるべき国際制度（例：国際排出量制度等）について提案を図る。 
・農業・畜産業における温室効果ガス排出抑制対策に関する提言を図る。 
 
＜国外の協力・連携機関、研究計画名＞ 
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蟹江　憲史
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※

○ 中井　信
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※ 途上国における農業部門由来の温室効果ガス排出量対策のあり方に関する研究
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国際制度 

(サブテーマ１) 地球温暖化対策促進を目的とした

国際制度に関する研究 

- 排出量目標設定 

- 京都メカニズム（排出量取引等） 

- 遵守措置 

- 森林吸収量推定 

- 協調した政策・措置 

 

(サブテーマ２) 2013年以降の地球温暖化対策に

対する国の意思決定に関する研究 

- 国際交渉におけるリーダーシップ 

- 主要国における意思決定 

- アジア地域における環境協力レジーム形成の可

能性 

国の意思決定 

評価軸として…（例） 
・温暖化対策としての効果は？(Effectiveness) 

・費用（経済的/政治的/社会的）は？(Efficiency) 

・その他の効果（途上国の貧困対策等）は？(Equity) 

(サブテーマ３) 農村地域における炭素収支の定

量的評価と費用対効果に関する研究 

- 農耕地管理による土壌炭素蓄積、排出抑制の

方法 

- 家畜、 糞尿、堆肥の管理方法 

- 上記の方法の費用分析 

途上国農業対策 

2013 年以降の地球温暖化対策 

・2013 年以降も排出量目標を設

定するメリット・デメリット

は？いかなる目標が公平？ 

・京都メカニズム、遵守措置、

森林吸収量の算定に関する

ルールはこれでよいのか？

2013 年以降も続けるべき？

・協調した政策・措置など別の

形式の制度は可能か？ 

・欧州諸国は今後もリーダ

ーシップを取るのか。取

るならいかなる方法で？ 

・米国も参加できる国際枠

組はいかに作れるか？ 

・途上国が参加できる国際

枠組みはいかに？ 

・アジア・太平洋地域で対

策するオプションは？ 

・途上国で食糧安全保障（農業

生産）と温暖化対策を両立す

る政策・技術はあるか？ 

・CDM として日本に利益を生むプ

ロジェクトはあるか？ 

・二酸化炭素以外の温室効果ガ

ス（メタン、亜酸化窒素）の

推定方法は？ 

・途上国が参加した場合のデー

タ入手可能性は？ 
包括的なオプションの検討・評価

包括的オプションとして制度の組み合わせ（例） 

・排出数量目標 ○ある・なし 

・排出量取引制度 ○継続・中止 

・遵守に関する罰則規定内容（ＸＸＸ） 

・森林による吸収 含める・○含めない 

・政策・措置 協調する・○協調しない 

  




